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　社会学部准教授

はじめに

　グアムは「大宮島」として日本に統治された歴史を持つ。1941年12月 8 日（日本時間）、ハ

ワイ・オアフ島への航空攻撃（いわゆる真珠湾攻撃）から数時間後、日本軍は米領グアムにも

航空攻撃をおこない、それから 3日後の12月10日に同島を占領した。以来、米軍が再上陸作戦

をはじめる1944年 7 月21日までの約32ヵ月間、日本はグアムを「大宮島」と改名し、領有した。

　現地住民に日本語教育をおこない、日本式の生活習慣を広めようとした「大宮島」統治の実

態は、これまで日本語圏の学術研究ではあまり知られていなかった。本稿の執筆者は、2007年

7 月に『グアムと日本人　戦争を埋立てた楽園』（岩波新書）を公刊し、「大宮島」の歴史と戦

後におけるグアムと日本人の忘れられた関係について考察を試みた。

　本稿では、上述の『グアムと日本人』の研究成果を踏まえてグアムの概況を見た後に、今日

の「観光産業」という視点からグアムと日本が取り結んでいる関係を分析し、現代産業社会と

人間関係に関する歴史社会学への新たな展望を模索したい。

1 　米領グアムの概況：チャモロ人住民とフィリピン系移民の関係

　グアムはミクロネシア地域に位置するマリアナ諸島の南端の島であり、面積は約549平方キ

ロで、日本の淡路島とほぼ同じ大きさである。島の先住民であるチャモロ人（Chamorro）は

グアムを含むミクロネシア地域に数千年前から住み、グアムでは彼らが使用するチャモロ語が

英語と並んで公用語とされている。

　グアムの人口は約17万（2007年）であり、そのうち約 1割が米軍とその関係者、約 4割がチ

ャモロ人、残りの 5割が米国本土やアジアなどから来た移住者で構成されている。先住民のチ

ャモロ人はグアム以外にもサイパンやロタなど周辺の島にも居住しているが、ハワイのオアフ

島や米国本土のサンディエゴ市など大きな軍港を持つ街にも多く住んでいるという。詳細は後
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述するが、グアム出身のチャモロ人は、より良い雇用、教育、医療の機会を求めて、島を離れ

つつある。

　グアムは米国領土だが、正しくは米国の「未編入領土」（Unincorporated Territory）である。

「準州」と表記する文献もあるが、それは米国史における準州の定義と照らして正確な表記と

はいえない。また「未編入領土」という表記も、恒久的植民地を作らないとする米国政府の方

便に過ぎず、事実上、グアムは米国の「植民地」である。

　米国政府はチャモロ人を主とするグアム住民に対し、1950年に米国市民権を付与し、1970年

代からは普通選挙で選出された民間人知事によってグアムにおける自治権の執行を認めてい

る。しかし「未編入領土」グアムの住民は、米国市民であるにもかかわらず、米国大統領選挙

に参加できない。グアム住民は連邦政府が定める法的義務を果たし、合衆国憲法を遵守して生

活しても、いまだに国政選挙への投票権が与えられていないのだ。

　さらにグアム住民は、ワシントンDCの連邦議会へ代議士を立てる権利も認められていない。

より精確にいえば、普通選挙で選出された「グアム代表」が連邦下院議会に出席し、法案を提

出する権利や小委員会で投票する権利は認められているが、その「グアム代表」には連邦議会

における議決権が与えられていない。こうした一方的な支配関係が21世紀の今日もなお続いて

いる状況が、グアムが米国の「植民地」であるという由縁である。

　グアムといえばハワイと同様、青い海と白い砂浜が広がるリゾート地を思い浮かべる日本人

も多いだろうが、しかしグアム住民から見たグアムは、およそ異なる姿をしている。上述のよ

うに「未編入領土」のまま半世紀以上も統治されている同島では、過剰な基地負担を強いられ

ている上に、それに見合った保障を連邦政府から得られていない状況にある。

　そのもっとも顕著な例が、上水道と電力の供給施設の脆弱さであり、これらインフラの整備

が米国本土と比べて著しく劣っている上に、大量の水と電力を消費する米軍基地とその関連施

設、および日本人を主な対象とする観光施設によって、一般住民の日常生活はさまざまな苦労

を強いられている。

　たとえばグアムでは断水が頻繁に起こる。とくに日本人が多くやってくるお盆や正月になる

と、リゾート・ホテル等の水の需要が増えて水圧が下がるため、米軍基地とホテル地区の外に

住む一般家庭では断水が日常的に繰り返されている。さらに数年に一度は大型台風が上陸し、

島中の電線を破壊するため、その度に深刻な長期停電が起こる。停電すると水をくみ上げる電

力ポンプも止まるために断水も併発する。

　島の随所で切断された電線を修復するのに人手も資金も乏しいグアムでは、停電と断水が数

週間、ときに数カ月も続くという。停電が長引けば病気になる人が増え、死者さえも出る。多

くの住民が電線を地下に埋設する工事の実施を望み、また発電所と給水設備の改築を望んでい

るが、米国の連邦政府も連邦議会もグアムの窮状を根本的に解決する政策を実施しない。それ

どころか2006年にはグアムに駐留する米軍基地の機能強化と増改築を計画する連邦政府案が発
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表された。

　こうした困難な状況にもかかわらず、「未編入領土」グアムで独立や地位改善を求める運動

が本格化しないのは、同島における人口構成比率と産業構造の二点が主に作用していると考え

られる。まず前者では、人口の約 4割に満たない先住民のチャモロ人が公務員をはじめとする

公的セクターの雇用をほぼ独占しているのに対し、2015年には人口の約 3割を超えると推計さ

れるフィリピン出身の移民が第二グループとして力を増しつつある。

　そしてチャモロ人住民とフィリピン系移民の間では協働する力よりも相反する力が強く働い

ている。これは後者の産業構造とも関わるのだが、フィリピン系移民の多くはチャモロ人住民

が敬遠する低賃金かつ重労働の仕事に多く携わっているため、両者の間には目立った衝突はな

いが、しかし抜き差しならない緊張関係にある。

　そのグアムの産業構造だが、現時点では観光産業が 7割、基地関連産業が 3割を構成してお

り、この二つの産業しか存在しない。自動車や住宅資材はもちろん、日々の生活に必要な食料

品や衣類さえ島外からの輸入に頼っているグアムでは、第一次・第二次産業は皆無に等しい。

さらに観光産業のうち、高賃金の管理部門は島外からやって来た日本人、韓国人、中国人、そ

して米国人（主に白人系住民）が占めているのに対し、フィリピン系移民の多くは客室清掃や

警備、建設現場などの重労働に従事する者が多く、なかには米国の最低賃金やその他の労働環

境を下回る劣悪な条件で雇用されている者も少なくないという。

　こうして人種の違いが社会階層とほぼ重なっているグアムの現状では、高給の公的雇用を独

占するチャモロ人と、困難な雇用条件を強いられているフィリピン人の二大グループの間で、

「未編入領土」の不条理を改善する統一行動を模索することは極めて難しい。

2 　グアム観光産業の構造

　既述のようにグアム経済の約 7割を観光産業が占めているが、その主な顧客は日本人であ

る。2007年にグアムを訪れた122万5323人のうち、78．9％にあたる93万2175人が日本からの渡

航者だった。ちょうど10年前の1998年にはグアム訪島者の約85％を日本人が占めていたことと

比較すれば減少しているものの、観光目的の訪島者に限れば 8割以上、年によって実に 9割ち

かくが日本人観光客だけで占められている。

　グアム政府観光局の資料によれば、2007年の平均的な日本人観光客は、約 9割が 4泊以内の

短期滞在者であり、36％がリピーターで、グアム滞在中に一人当たり約600ドルの消費をする

という。現在のグアム旅行の主流である「深夜到着・早朝帰国 3泊 4日」のパック旅行商品で

訪れた場合、グアムでの滞在は実質 2日間なので、日本人観光客は一日あたり約300ドルの消

費をしていることになる。

　この一人当たりの消費額も国籍別では日本人が一位であり、約 8割の訪島者割合とあわせて
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みると、グアムの観光産業は実質的に日本人の消費によって支えられていることが明らかにな

るだろう。

表 1　グアムの訪島者数と主なエリア別内訳　（グアム政府観光局提供資料より作成）

日本 韓国 台湾 米国本土 訪島者合計
2005年 955，245 109，335 23，386 36，830 1，227，587
2006年 952，687 117，026 16，729 35，276 1，211，674
2007年 932，175 122，747 21，819 39，020 1，225，323

　さらに観光客だけでなく、同島のリゾート・ホテルも日本資本が多数を占めている。そもそ

もグアム観光の中心地であるタモン湾（Tumon Bay）は、1960年代の後半から日本資本によ

って大規模開発が繰り返されてきた。ただし1990年代には日系ホテルの多くが中国系と韓国系

の資本に売却されたものの、21世紀に入ると日本資本が「再上陸」し、現在ではタモン湾のリ

ゾート・ホテルの半数以上が日本資本になった。さらに今日の特徴として特記すべきは、客室

単価が200ドル以上のホテルの大半が日本資本によって所有されており、新たな高収益モデル

を確立しつつある新興の日系企業も出てきた。

　1960年代後半から本格化したグアム観光の開発では、主に日本資本の開発業者によってハワ

イの代替リゾート地（「安近短ハワイ」）という性格ばかりが強調され、グアムに独自の文化や

歴史を前面に出した観光開発はおこなわれてこなかった。その詳細は拙著『グアムと日本人』

第 4章に譲るが、本稿ではそうした「グアムを開発しないグアム観光産業」が、結果として日

系ホテルの首を締めていることを指摘しておきたい。すなわち安くて近いリゾート地にすぎな

いグアムは、「 3泊 4日29,800円」などの破格商品で行くべき場所としてイメージされてしま

うため、結果的に収益を出しにくい観光産業モデルが定着してしまった。あるグアム観光関係

者によると、グアムほどホテル側が宿泊料金を自主的に設定できず、ほぼ旅行代理店の言いな

りで利用代金が決まり、シーズンによっては赤字になるような水準の料金設定を強いられる観

光地は他所にないだろうという。そうした低収益の悪循環から最も大きな被害を受けるのは、

賃金引き下げや解雇を一方的に通告される、立場の弱いフィリピン系などの移民である。

　しかし最近 5年の客室稼働率と客室単価を見ると、旅行代理店が主導してきた低収益の悪循

環に喘ぐグアム観光の産業モデルが、徐々に変化しつつあることが見えてくる（下表参照）。

年間の訪島者数はほぼ同じなのに対し、観光産業の高収益化がはじまっているのである。

表 2　グアム観光の客室稼働率と客室単価　（グアム政府観光局提供資料より作成）

年 2003 2004 2005 2006 2007
客室稼働率（％） 54 58 63 60 68
客室単価（ドル） 97 103 106 106 110
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　そのため、グアム政府が徴収できる税はせいぜいホテル客室利用税ばかりで、高級リゾート・

ホテルが稼ぎ出す収益が現地社会には還元され難い状況に、いまのところ変化は見られない。

つまりグアム観光産業は、グアム経済の約 7割を支えているにもかかわらず、その重要性が認

識され難い（あるいは実感されにくい）産業構造となっており、それゆえにグアム住民の中に

は日本人を主な対象とする観光産業とは別に、もうひとつの経済の柱である基地産業への期待

が大きくなりつつある。

3 　観光産業と記憶の再活性化

　グアムに20年以上住む日本人は「この島の住民は、親日的とは必ずしも言えない。むしろ近

表 3　日本人観光客の月別訪島者数（2007年）とグラフ　（グアム政府観光局提供資料より作成）

1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8月 9月 10月 11月 12月
109，502 106，699 108，204 90，385 86，393 99，277 111，310 128，923 92，364 91，312 96，571 104，083

　またグアム政府が徴税しているホテル客室利用税も、年々増収しているという。こうした高

収益モデルがいかにして実現されたのか、またこれは持続可能なものなのか、今後、さらなる

分析が必要だが、タモン湾では現在も新しい高級リゾート・ホテルの開発が予定されており、

観光産業の構造変化は当分の間、続きそうである。

　ただし観光産業の変革によって、ただちにフィリピン系移民や彼らを含むグアム住民の日常

生活が好転するかと問えば、それほど単純ではない。第一に、米国の市民権を持つ者がすくな

いフィリピン系移民は最低賃金をはじめとする労働条件を保証されない場合が多く、たしかに

仕事口は増えるが、それだけに競争が激化してしまうかもしれない。さらに日本資本をふくむ

他のリゾート・ホテルを所有する資本の多くがグアム島外に本社を持つ外国資本であるため、

それらはグアムの観光産業で得た収益を島外に持ち出してしまう。
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年、日本との関係を維持するよりも見直す動きが高まっている」と筆者に教えてくれた。グア

ムを訪れる日本人は年間約100万人だが、その多くがリゾート・ホテルが集中するタモン湾に

滞在し、海水浴とショッピングを楽しむ一方で、現地の住民と交流することには消極的である。

日本人観光客のなかには、島の面積約 1％に満たないタモン湾から一歩も出ずに 3泊 4日の

「グアム旅行」を過ごし、先住民の民族名も知らず、多くのフィリピン系移民の存在にも気付

かずに、ヨーロッパ製の革製品などをグアムで購入して帰国する人さえいる。

　こうしたグアム住民と日本人観光客のあいだの没交渉は、現在はじまったものではなく、そ

れは観光開発が始動した40年以上前から続いている。ただしタモン湾の中心部に大型免税店が

出現し、同店が提供する無料バス・サービスが拡充するのと連動して、観光客がタモン湾の外

部へ出なくなりはじめた1990年代の中頃から、グアム住民と日本人観光客の没交渉は深刻化し

ている。

　そのグアムでは、現在、「大宮島」の記憶を再活性化する動きが数多く出現している。その

一つ、グアム人権委員会（Guam Humanities Council）が戦後60年を記念して企画したプロジ

ェクト「苦しみの家族」がある。このプロジェクトでは、「大宮島」の時代に日本人の統治下

で困難な生活を強いられたチャモロ人家族たちの姿を紹介する写真カレンダーのほか、「大宮

島」の時代を生きた住民たちの証言が録音されたビデオ・ドキュメンタリーや音声CD、そし

て「学校や地域グループの学習会で使用できる文献リストや資料などが入った教則本」が制作

された。

　「苦しみの家族」の写真カレンダーやドキュメンタリーは、図書館や学校、政府施設、銀行

などに配布され、本稿の筆者は多くの場所で、この「大宮島」の記憶を伝える写真カレンダー

　図 1　「苦しみの家族」写真カレンダー（2006年）

を目撃した。

　グアム政府観光局や連邦政府国務省の機関「太平洋戦争国立歴史公園」も、第二次世界大戦
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に関する様々なパンフレットを作成し配布している。そのうち「太平洋戦争」（War in the 

Pacifi c）と題したパンフレットには、日本軍の姿や戦場を撮影した生々しい写真が掲載され、

グアムがかつて「大宮島」であり、約二万人が戦死した太平洋戦争の激戦地であった記憶を現

在に伝えている。さらに太平洋戦争国立歴史公園は、2008年に米国太平洋戦史資料館を基地の

入口に新設し、太平洋戦争の史実を伝える展示を計画している。同館の新設にはハワイ・オア

フ島の真珠湾にある「アリゾナ・メモリアル博物館」の運営団体も協力しており、日本軍の奇

襲攻撃を受けて沈没した戦艦アリゾナを海上から慰霊する真珠湾の同博物館のような施設を、

今後グアムにも造ることを計画しているという。

　さらに2004年には「グアム戦争補償再調査委員会」（Guam War Claims Review Commission）

が日本占領下の戦争被害を改めて調査し、米国連邦議会に対して調査報告書を提出した。

　同委員会の実質的な目的は、グアム住民への戦争賠償の妥当性を再調査し、米国連邦政府に

対して追加賠償を請求することにある。1951年のサンフランシスコ平和条約に調印した米国の

市民であるグアム住民は、戦争被害をもたらした一方の当事者である日本政府に戦争倍賞を請

求する権利を持たない。そのため彼らは、もう一方の当事者である米国連邦政府に賠償請求す

るのだが、多くの住民から証言を集めた戦争補償再調査委員会の活動は、単なる賠償請求のた

めの政府調査に留まらず、「大宮島」をめぐる古い記憶を活性化し、自らの過去を問う新たな「記

憶の再開発」と連動している。

　そして2007年 5 月 8 日、米国下院で「第二次世界大戦におけるグアム住民の忠誠心を認証す

る法（Guam World War II Loyalty Recognition Act）」が賛成288、反対133で可決された。この

法案の可決はグアム住民にとって大きな事件であり、上院での可決と同法の施行に期待が高ま

った。本稿を執筆している2008年現在、同法案は上院の審議日程には入っていないが、言うま

でもなくこれら一連の「大宮島」の記憶をめぐる活性化は、今日の日本人に対するグアム住民

の印象に大きく作用している。

　既述のように、グアムの観光産業の特徴として「グアムを開発しないグアム観光」が挙げら

れる。観光開発が進行するほど、住民と観光客の間には溝が広まり、没交渉の傾向は強まって

きた。そうした没交渉が生み出す人間関係の空白地に、記憶の再活性化が入り込んでいる。一

方の日本人が記憶を風化させ、「大宮島」の史実や横井庄一氏の名前さえも忘れようとしてい

る現在、他方のグアム住民は積極的に史実を掘り起こし、新たな記憶の再開発をさまざまなチ

ャンネルを通じて進めているのである。

4 　記憶をリスク化する産業

　すべての観光産業が、戦争の記憶を風化させ、観光客の目から凄惨な過去の姿を消し去る志

向性を持っていないことは、他所の観光地の実例を見れば明らかである。たとえば広島の「原
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爆ドーム」を中心とする広島平和記念公園、長崎の平和公園、沖縄・摩文仁の沖縄戦跡国定公

園（平和祈念公園）など、「平和学習」を目的とする修学旅行が訪れる戦跡観光地は、国内外

に数多く存在する。これら主要な戦跡観光施設は国や自治体、非営利団体によって運営されて

いるケースが多く、狭義の観光産業ではないが、しかしその中心となる公園や記念館の周辺に

は飲食店や土産店、宿泊場所や交通手段を提供する産業が必ず存在し、地域住民に多くの就業

機会を提供していることから広義の観光産業の主要な要素であるといえる。

　いいかえれば戦跡観光の産業を持続可能な形で生み出すためには、まず公的主体によって運

営される公園や記念館が中心に必要であり、さらにその公的施設と連携した民間の観光産業が

多数参入することが必要である。また後者の民間企業は、前者の公的施設に対して資金的援助

だけでなく観光客の感想やニーズを伝え、中心施設と協働して戦跡観光産業の枠組みを充実化

していくべきだろう。

　こうした視点からグアムの現状を見たとき、同島には前者の公的施設が多数存在しているこ

とがわかる。米国の太平洋戦争国立歴史公園は1970年代に整備した戦跡公園をはじめ、島内の

数カ所に関連施設を所有しており、近年では戦史資料館も新設している。また日本の南太平洋

戦没者慰霊協会とグアム住民が協働して1970年に建てた「慰霊公苑」が島の北東部ジーゴ地区

に存在する。これに対して後者の、民間資本による観光産業の存在と協力が問題となるが、現

状では上記の公園や記念館を訪れる定期ツアーは存在せず、いずれの施設の周辺にも飲食店や

土産店が存在しない。

　ここで注目したいのは、日系旅行代理店が斡旋するグアム修学旅行の現状である。日本の学

校に特有の文化である修学旅行は、「平和学習」の格好の機会を提供してきた。もちろん「平

和学習」が形骸化し、戦争の記憶を学習する機会として機能していないという実態も想像でき

るが、しかし修学旅行が単なる娯楽目的の団体旅行以上の役割を果たし得ることは、今後も不

変だろう。さらにグアムを修学旅行で訪れる日本の中学校と高等学校は微増しているという。

　本稿の筆者は『グアムと日本人』公刊後、複数の高等学校から依頼を受け、グアムの歴史に

関する事前授業を、筆者が高校を訪問する出張講義の形式でおこなってきた。その際、修学旅

行の旅程予定表を拝見し、また高校のご意見をお聞きする機会を得ているが、ほとんどの高校

が次に述べる二つの傾向を持っていた。

　第一に、グアムへ修学旅行に行く日本の学校のほとんどが、ジーゴ地区の慰霊公苑や米国の

太平洋戦争国立歴史公園を訪問しない、すなわち「大宮島」の記憶を避けて通る旅程を組んで

いた。その理由を尋ねると、どちらの公園も観光ルートから外れているために訪問が難しいこ

と、またそれらは生徒たちが喜ばない性質の施設であり、現地でも重視されていないこと、と

いう二点を旅行代理店から説明されたという。つまり観光産業の中心的役割を担う旅行代理店

が戦跡観光を阻害し、実質的に「大宮島」の記憶を見えなくさせているのである。たしかに生

徒は慰霊施設への訪問を喜ばないかもしれないが、しかしその島はかつて「大宮島」であり、
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現在もグアム住民の間では戦争の記憶が受け継がれているのである。

　第二に、多くの学校がグアムで交流できる現地高校をなかなか見つけられず、旅行代理店が

斡旋する高齢者介護施設（いわゆる「老人ホーム」）や幼稚園などの「その他の施設」で文化

交流プログラムを実施することを余儀なくされていた。たとえば大阪府の高等学校が海外での

修学旅行を計画する場合、訪問先の現地学校との「文化交流」をおこなうことが実施条件とし

て規定されている。そのため、交流プログラムに協力してくれる現地高校を探さねばならない

のだが、実態はなかなか条件が良い学校が見つからないという。

　他日、グアムの観光産業関係者に尋ねたところ、多くの日本の学校はグアムの歴史や人口構

成などを知らないまま、とにかくチャモロ人学生との交流を望み（フィリピン系移民やアジア

系学生が多い高校には旅行代理店からの依頼が来ないという）、数十人から数百人の団体でや

ってきて「さくら」を歌うなど型どおりの「交流」ばかりを望むため、授業予定を変更してま

で日本の学校の修学旅行に付き合ってくれるグアムの学校は少ないだろう、との見解を得た。

つまりグアムの文化と歴史を学ぶためではなく、顔が見えない「国際交流」をするためにグア

ムの学校を訪問している日本の修学旅行の在り方が問題なのである。

　これは第一の傾向である「大宮島」の記憶を避けて通る旅程と表裏一体の傾向である。この

まま旅行代理店が「グアムと出会わないグアム修学旅行」を提供し続け、また日本の学校も「大

宮島」の記憶を知らないまま人口の半数にも達していないチャモロ人の学生を必死に探し続け

るのならば、それはタモン湾のホテル地区から一歩も出ないままグアム旅行を終える個人旅行

客と大差なく、修学旅行とはいえない。

　グアム住民と日本人の間の没交渉は深刻であり、両者の間の記憶のズレは大きい。観光産業

は修学旅行などの機会を通じて、そうした没交渉と断絶が続く現状を修復することもできるの

だが、実際にはむしろ逆の作用を推進しているようにも見える。そうして没交渉が生み出す関

係性の空白地に先述のような記憶の再活性化が入り込み、結果としてグアムでは記憶のリスク

化が進行している。

　前節でみたように、日本人を対象とする観光産業で島の経済を支えてきたグアムでは、これ

まで見てきた理由から観光産業よりも基地産業への期待が高まっている。その背景にあるの

は、沖縄に駐留する米軍海兵隊員とその家族の約1．5万人がグアムへ移転する米国連邦政府の

計画を受けて、新たな海兵隊の基地が2014年ごろまでにグアムで建設されることによる経済活

況が挙げられる。より長期的には、基地産業の拡充によって島の経済が安定し、ひいては日本

の経済状況に左右される日本人向け観光への過度な依存状態から脱することも期待されている

のである。

　短期的には「グアムを開発しないグアム観光」を続け、「グアムと出会わないグアム修学旅行」

を提供することで、グアムの観光産業はこれまでの規模を維持できるかもしれないが、グアム

と日本を取り巻く歴史過程は大きな曲がり角を既に通過している。そして長期的に見れば、記
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憶のリスク化が進行するグアムの現状を放置しておけば、遅かれ早かれ同島は日本人にとって

の「安近短リゾート」ではなくなるだけでなく、米国における日本批判の動きと合流し、歴史

認識をめぐる新たな議論を生み出す地域になるかもしれない。

　産業活動は歴史学習と必然的に矛盾するものではなく、むしろ先に例示した各地の戦跡観光

のように、両者をうまく接合させた観光産業の事例は、日本国内だけでなく世界中に数多く存

在する。またグアムには、多くの公的な戦跡公園や施設が存在する。必要なのは記憶を埋立て、

若い世代の眼を歴史から背けさせる短期的な観光開発ではなく、より広い視野と高い見識を備

えた、長期的で持続可能な観光の開発と産業構造の構築である。
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